2014年度予算一般会計は、前年度比ではマイナス1.3％とはいえ、前々年度比較では8億円プラスで提案がなされました。
臨時福祉給付金など消費税増税に伴うものや、好景気を背景にした利子割交付金等の増加、諏訪2丁目建て替えに伴う個人市民税の増加などが要因として挙げられています。
このうち、消費税増税に伴う臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金に係る補助金は、総額およそ5億円という額を一時的に国家予算として給付するものであり、まさに、ばらまき予算と言っても過言ではありません。対象者である住民税非課税者と児童手当該当者一人当たり1万円が給付されるとのことですが、ただ一度限りの給付に伴う事務費は多摩市だけでも約6200万円に上り、増税の必要性への理解をより強く遠ざけるものと感じます。税と社会保障の一体改革では、消費税率引き上げの目的は、年金・医療・介護・少子化等施策への充当とされています。本年度の多摩市政においては、市民の納得が得られるよう、確かな予算執行を求めるものです。
さて、今年の春闘では、おもに大企業が政府の要請に応えた形で史上最高の引き上げ率となりました。しかし、その人件費引き上げ分を回収するかのごとく、下請け企業は契約単価の引き下げを迫られているとの報道も既になされています。強いものをより強くという政治がもたらす負の面に目を留め、新年度も、暮らしにもっとも近い自治体の務めとして、市民や市内中小事業者を支えていただくよう要望いたします。

以下、分野ごと及び事業ごとに意見を申し述べます。
保育政策においては、現在進行中の子ども子育て会議の中で、多摩市の保育行政における課題を明らかにし、解決へとつなげていただきたい。保育行政は教育委員会が進める2050年の大人づくりの土台をつくる施策とも考えられます。保育形態、保護者負担の公平性、保育の質にかかわる保育環境の改善と人材確保のための処遇改善ほか、家庭での保育も合わせ、子育てしやすいさらなる保育環境整備を求めるものです。
介護・地域福祉においては、介護保険法の改定により、要支援１や要支援２が保険適用から自治体負担に置き換えられようとしていますが、公助から共助、共助から自助への移行が強まることは、そもそもの理念である「介護の社会化」に逆行するものです。地域包括支援システム構築など市の主体的な取り組みに対する財源は、国へ強く求めるべきです。
[bookmark: _GoBack]生活困窮者支援については、対象年齢も困窮の要因も幅広く、最後のセーフティーネットである生活保護費を支給したとしても根本的な問題解決にならないことは既に明らかです。新年度における生活保護担当職員の増員は評価するものですが、地区ごとの担当という考え方から、子どもの生活、進学、若者対策、就労、高齢など課題ごとの解決に近づけるための体制を講ずるべきです。特に、保護世帯における中学3年生の全日制高校進学率と、市内中学3年生全体の全日制高校進学率との乖離は看過できない事実であり、家庭経済による子どもの格差是正に向けて早急に手段を講ずることが、長期的視点いおいての生活困窮者対策になると考えます。
教育委員会にも、スクールソーシャルワーカーの機能、資格、配置の検討とともに、市長部局との連携を強く要望します。
環境政策については、初めて当初予算に水生生物調査の調査謝礼が計上されたことは、前進と評価いたします。大栗川・乞田川だけでなく、公園内の池や農業用水路など、身近な水辺に目を凝らし親しめるよう、子どもたちの参加への工夫を要望します。
また今年度は公園整備が複数行われますが、ニュータウン開発当時のように潤沢な資金があるわけでない時代の公園整備には、いかに付加価値を見出せるか、行政のセンスと努力が問われます。例えば植栽であれば花の香りや野鳥のおとずれに配慮することで、目の見えない方や寝たきりの方も季節の移ろいを楽しむことができます。また、遊具の近くに1本の木陰があれば、遊ぶ子どもを見守る大人たちに会話が生まれることも期待できます。目の見えない方や高齢者、子育て中の方にも喜ばれる、たとえ一本の植樹であってもその成長を市民がほほえましく見守るような、阿部市政らしい、ホスピタリティーあふれる公園づくりを期待します。

総務費の
企画事務経費における行政評価市民フォーラムについて
市民主体のまちづくりを進めるうえでは、総合計画に基づいて市が実施する事業の進捗、成果、課題を市民目線で評価し、行政や市民が取り組むべきことを議論し深めていくことが大切です。とりわけ未来を担う子どもや若者は、仲間や大人たちとしっかり向き合うことで地域に育まれ市民性を高めていくのではないでしょうか。子どもや若者との対話の場を積極的に確保し、社会参加の機会を拡げる取組みが必要です。

ミニバス運行事業について
この事業は、運行事業者側に生じた運行経費から、運行収入を差し引いた不足分を補助金として支払う性格上、乗客数を増やす努力が求められます。使いやすさ、効率性、経済性の追求とともに、新しい交通システムの検討を求めます。

一般管理費における子ども広島派遣事業業務委託料について
事業の成果が、より多くの市民の平和意識に、また学校教育における平和教育につながるよう、市長部局と教育員会との連係プレーが必要と考えます。

女と男がともに生きる行動計画推進事業について
　推進審議会の役割が重要になると考えられます。通常の審議会のように、市長の諮問に応じるだけでなく、その成り立ちからも、積極的な行動プログラムを行政側と連携して立案できる権限を付与するものと理解すべきです。

民生費の
自殺対策事業について
毎年およそ3万人が自殺によって命を失うという深刻な状況が続き、未遂者、遺族ほか影響を受ける方々も含めると、自殺問題は日本の社会にとって大きな課題です。至る経緯には学校、職場、くらしなどの様々な要因が積み重なっていることから、総合的な対策とともに、悩みを持つ人を的確に必要な支援につなぐ相談体制の充実を求めます。

いきがいデイサービス事業について
高齢者が活動的に地域生活を送れるか、評価指標を導入した点や、介護予防拠点としての位置づけがより明確になった点は大変評価するものです。生きがいデイサービス利用により機能改善された方は地域活動やサロン活動へ、また、新たに生きがいデイサービスの利用が必要な方には、要介護状態にならないために事業を工夫していただきたい。また事業者の活発な地域交流を促すことも大切です。

食事サービス事業
配色サービスにおいては、より効果的な栄養改善方法を検討されたい。見守り、声をかけることで利用者の変化に気づき、必要とする支援を見出す機会でもあることから、事業者選考にあたっては、その点を考慮する必要があります。

衛生費
環境保全啓発事業
多摩市みどりと環境基本計画の年次報告書資料編では、平成24年度の市内電力消費量は前年度に比べ1.9％増加したと示されています。また市有施設の二酸化炭素排出量及びエネルギー使用量も同様に増加しています。温暖化抑止の啓発事業は、省エネに留まらずエネルギー消費そのものに対する意識を高め、温暖化をこれ以上進行させない暮らしへと導くためのものでなければなりません。より効果的な啓発への改善を求めます。

・教育費の
学校管理費における工事請負費について
小・中学校ともに、排水溝のつまりや構造上の老化など校庭の維持補修については、学校管理者からも対応が求められていることから、全校の状況調査及び維持補修を計画的に進めることを要望します。また芝生化モデル校の実践からは、教育的な効果は勿論、学校を核としたコミュニティ醸成の面からも有効性が示されており、対象校拡大への努力を求めます。

＊教育総務費における学校情報環境整備事業について
中学校パソコンルームの機器については、老朽化に伴う新機種選択は必然としても、年間１億円以上の市財源を投入するだけの教育効果を現場の先生方と十分に話し合い見出す努力を求めます。
道具だけでなく、教育内容までも民間から購入することにつながりかねない点には、教育委員会として、慎重に向き合っていただくことを求めると同時に、校内での電子機器使用がもたらす子どもや先生方への電磁波等の影響についても、広範な情報収集、調査研究が必要と考えます。

教育指導経費について
障害のある児童・生徒の生活や学習上の困難を改善するため、適切な指導や支援を行う特別支援学級ですが、残念ながら入級できず待機を余儀なくされる生徒への対応も配慮が求められます。やむを得ず通常学級に通学する生徒が、学校や教育委員会が思っている以上の覚悟をもって通学することに思いを寄せ、生徒本人や保護者が、先生方や教育センターと情報を共有し、相談しながら学校生活を送れるよう、教育委員会が学校を支援して下さることを要望します。

さいごに、26年度税制改正においては、消費増税による格差是正のためとして、都税・市税など地方税6000億円を国税として徴収し、地方に再配分することが見込まれています。10％への引き上げ時には、さらなる拡大も検討されることになっており、東京都は財務局・主計局名で「地方財政自主権を切り崩すもの」とＨＰ上で強く反論しています。徴収されても再配分されない不交付団体としては、多摩市も声をあげることは必要ですが、同時に、厳しい財政であっても自分たちの住むまちをよりよくしていく協力を得られるような、対話のある真の意味での「自治するまち」づくりへと市民を突き動かす情熱が市長には求められています。現在進められている公共施設の見直し方針と行動プログラムも、また、今年度における第5次総合計画の見直しも、考え方によってはまたとない機会です。幅広い世代に粘り強く問いかけ、協働のまちづくりへの参加を促す努力を強く求め、2014年度多摩市一般会計予算に対し、生活者ネット・社民の会を代表して、賛成の意見討論といたします。
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